医療費レセプト審査事務の統合問題等に関しての全国市長会要請行動内容

はじめに、島添総合公共民間局長から、要請書を手交したあと、全国町村会と同様に、審査支払事務の統合議論について４つの観点からの問題点を述べ、慎重な検討、議論が今後行われるよう、全国市長会として政府や国会に働きかけを行うことを要請した。

これに対して、笹島行政副部長からは、次の通り述べた。

この課題について、地方の市からは今のところ問合わせ等があがっていない。全国市長会としては、春と秋に地方からの要望をとりまとめ、政府に要望している。すべての国民が安定した財源により安心の医療を受けることが大事である。市長会としては、まず県単位の国民健康保険制度の実現が先にあるべきと考える。12月の衆議院・決算行政監視委員会での決議には、市町村の混乱を来さないようにとの文言が入っている。しかしながら、過去の制度改革においては市町村の混乱を来すものとなっていた。なお、自治労の要請に対しては、私の立場で今どうするとお答えはすることはできない。

これに続いて、島添総合公共民間局長から、次のとおり要望した。

今後のスケジュールは、厚生労働省は4月23日までに審査支払事務の統合の是非等について市町村のアンケートを集約する。4月から5月には厚生労働省の審議会で審議が行われる。6月には厚生労働省での検討結果が衆議院・行政決算監視委員会に報告され、国会でまた議論されることとなる。是非、全国市長会として市町村の立場から、この問題について国等への働きかけをしていただきたい。

続いて、松田議長からも、次のとおり要望した。

医療保険制度全体のなかで、審査支払事務は検討されるべきである。また、審査支払事務の統合効果には疑問をもっている。私たちは、43の都道府県に国保労組がある。私の出身である三重県でも、町村会、首長等に要望書を出しているが、いま全国的に首長等への要望行動を実施しているところである。是非、地方の市町村からの要望を受け止めて、対処していただきたい。

これらを受けて、笹島副部長は、自治労の要望に対して理解を示し、次の通り述べた。

市から全国市長会に課題が上がるのは時間がかかる。その時々で適宜、国へ要望を出していることもある。必要とあれば、これらとしても対応をしていきたい。

最後に、島添総合公共民間局長から、「全国市長会としても、十分に議論し、是非、市町村の立場から政府、国会に対して慎重に対応するよう働きかけをしていただきたい」と重ねて要望し、要請行動を終えた。
